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第一部 【企業情報】

 

第1 【企業の概況】

 

1 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第13期

第3四半期
連結累計期間

第14期
第3四半期

連結累計期間

 
第13期

 

会計期間
自 2021年1月1日
至 2021年9月30日

自 2022年1月1日
至 2022年9月30日

自 2021年1月1日
至 2021年12月31日

売上高 (百万円) 8,072 10,476 10,863

経常利益 (百万円) 671 1,401 743

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益

(百万円) 442 957 563

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 435 956 557

純資産額 (百万円) 15,630 14,791 14,049

総資産額 (百万円) 21,989 21,340 20,208

1株当たり四半期（当期）純利益 (円) 14.02 29.93 17.79

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 13.49 29.34 17.15

自己資本比率 (％) 70.7 68.9 69.1
 

 

回次
第13期

第3四半期
連結会計期間

第14期
第3四半期

連結会計期間

会計期間
自　2021年7月1日
至　2021年9月30日

自　2022年7月1日
至　2022年9月30日

1株当たり四半期純損失（△） (円) △4.56 △0.37
 

(注)1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を第1四半期連結会計期間の期首か

ら適用しており、当第3四半期連結累計期間及び当第3四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

3．第13期連結会計年度末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第13期第3四半期連

結累計期間及び第3四半期連結会計期間に関連する主要な経営指標等について、暫定的な会計処理の確定を反

映させております。

4．第1四半期連結累計期間より、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を

容易にするため、前連結会計年度及び前第3四半期連結累計期間についても百万円単位で表示しております。
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2 【事業の内容】

当第3四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第2 【事業の状況】

 

1 【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識して

いる主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

なお、ロシア・ウクライナ情勢を踏まえた原油価格高騰や円安を背景とする物価上昇による、サーバー費用増加を

はじめとした当社への影響額は、現時点で軽微な水準に収まっておりますが、今後物価や賃金水準の大きな変動が見

込まれる場合は、適時適切な対応を実施いたします。

 

2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を第1四半期連結会計期間の期首から適用

しております。この結果、前第3四半期連結累計期間と収益の会計処理が異なることから、以下の経営成績に関する説

明において、増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しております。

なお、当該会計基準等の適用が経営成績及び財政状況に与える影響の詳細については、「第4　経理の状況　1.四半

期連結財務諸表　注記事項(会計方針の変更)」に記載の(収益認識に関する会計基準等の適用)及び「注記事項(セグメ

ント情報等)」に記載の「3.　報告セグメントの変更等に関する事項」に記載しております。

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
（1）経営成績の状況

当第3四半期連結累計期間においては、医療や介護の提供体制を担う人材の不足や財源問題が引き続き継続

し、医療ヘルスケア領域における有効求人倍率も全産業平均と比較して高い水準で推移いたしました。また、新

型コロナウイルス感染症（以下「COVID-19」という。）については、2022年1月の感染拡大以降、感染者数の減

少傾向が継続しておりましたが、2022年7月以降は感染が再拡大しました。なお、感染拡大による当社業績への

影響額は減少傾向にあり、当第3四半期連結累計期間においては軽微な水準となっております。

このような事業環境のもと、当第3四半期連結累計期間における人材プラットフォーム事業の売上高は、人材

採用システム「ジョブメドレー」において顧客事業所数及び従事者会員数が引き続き順調に増加したことに加

え、オンライン研修システム「ジョブメドレーアカデミー」においても顧客事業所数が伸長したことにより増収

となりました。なお、前連結会計年度においては医療機関のワクチン接種対応に伴う採用プロセスの遅延による

業績への影響が一部見られたものの、当第3四半期連結累計期間においては同様の影響は限定的となりました。

医療プラットフォーム事業においても、各プロダクトの顧客への導入が堅調に推移したことにより、利用医療機

関数が増加し、増収となりました。売上高が伸長する一方で、事業規模拡大に向けて人材プラットフォーム事業

におけるマーケティング活動やオンライン研修システムへの成長投資、並びに医療プラットフォーム事業におけ

る人員の増強を継続し、中長期的な成長を見据えた投資を積極的に実施しました。

 
以上の結果、当第3四半期連結累計期間の業績は、売上高10,476百万円（前年同四半期は売上高8,072百万

円）、EBITDA1,713百万円（前年同四半期はEBITDA1,009百万円）、営業利益1,246百万円（前年同四半期は営業

利益670百万円）、経常利益1,401百万円（前年同四半期は経常利益671百万円）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は957百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益442百万円）となりました。

なお、人材プラットフォーム事業においては、当社グループのサービスを利用して入職した求職者が求人事業

所に入職した日付を基準として売上高を計上しているため、一般的に年度の始まりとされている4月に入職が増

え、同月に売上高が偏重する傾向があります。そのため、当社グループの業績は、第2四半期連結会計期間に売

上高が偏重する傾向があります。
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セグメントごとの業績を示すと、以下のとおりです。  

 なお、セグメント間取引消去額及び各セグメントに配賦されてない全社共通費用の総額は1,729百万円（前年

同四半期は1,375百万円）です。

①人材プラットフォーム事業

当第3四半期連結累計期間においては、前連結会計年度において見られた人材採用システム「ジョブメド

レー」におけるCOVID-19のワクチン接種による入職時期の遅延等の影響が限定的となったことに加え、利便性の

向上に向けたサービスサイトの機能改善を継続的に実施し、人材プラットフォーム事業全体の顧客事業所数は前

連結会計年度末比11.0%増の28.3万件となりました。「ジョブメドレー」における応募数は引き続き増加してお

り、掲載求人数についても前連結会計年度末比13.7％増の28.7万件となりました。

以上の結果、セグメント売上高は7,686百万円（前年同四半期はセグメント売上高5,967百万円）、全社共通費

用配賦前のセグメント利益（営業利益）は3,430百万円（前年同四半期は全社共通費用配賦前のセグメント利益

（営業利益）2,463百万円）となりました。

 

②医療プラットフォーム事業

当第3四半期連結累計期間においては、医療プラットフォーム事業全体の利用医療機関数は前連結会計年度に

引き続き増加し、前連結会計年度末比30.6％増の13,861件となりました。主たる要因としては、調剤薬局向けシ

ステムの「Pharms」の機能拡充に伴うシステム活用機会の増加により、既存顧客内での利用店舗の増加が進んだ

こと等が挙げられます。

以上の結果、セグメント売上高は2,547百万円（前年同四半期はセグメント売上高1,892百万円）、全社共通費

用配賦前のセグメント損失（営業損失）は410百万円（前年同四半期は全社共通費用配賦前のセグメント損失

（営業損失）378百万円）となりました。

なお、当該営業損失が発生している要因としては、人員の増強やプロダクトの継続開発等、中長期的な成長に

向けた投資等が挙げられます。

 
③新規開発サービス

当第3四半期連結累計期間においては、介護施設検索サイトの「介護のほんね」はCOVID-19の影響により、引

き続き施設見学の延期や制限等が継続しましたが、コンテンツ拡充及び紹介可能施設数の拡充のための積極的な

営業活動を継続的に実施しました。

以上の結果、セグメント売上高は244百万円（前年同四半期はセグメント売上高212百万円）、全社共通費用配

賦前のセグメント損失（営業損失）は44百万円（前年同四半期は全社共通費用配賦前のセグメント損失（営業損

失）38百万円）となりました。

なお、当該営業損失が発生している要因としては、「介護のほんね」上に掲載されるコンテンツの拡充に向け

た成長投資を継続していることが挙げられます。
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（2）財政状態の状況

　　（資産）

当第3四半期連結会計期間末における流動資産は15,920百万円となり、前連結会計年度末に比べ379百万円増加い

たしました。これは主に売掛金が456百万円、商品及び製品が115百万円増加した一方で、現金及び預金が144百万

円、前払費用が17百万円減少したこと等によるものであります。固定資産は5,378百万円となり、前連結会計年度末

に比べ778百万円増加いたしました。これは投資その他の資産が432百万円、無形固定資産が220百万円、有形固定資

産が125百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は21,340百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,132百万円増加いたしました。

 
　　（負債）

当第3四半期連結会計期間末における流動負債は4,141百万円となり、前連結会計年度末に比べ799百万円増加いた

しました。これは主に契約負債が847百万円、未払金が257百万円、未払費用が161百万円、買掛金が150百万円、預

り金が75百万円、返金負債が26百万円増加した一方で、前受金が539百万円、1年以内返済予定の長期借入金が109百

万円、未払法人税等が109百万円、未払消費税等が46百万円、返金引当金が15百万円減少したこと等によるものであ

ります。固定負債は2,407百万円となり、前連結会計年度末に比べ409百万円減少いたしました。これは主に長期借

入金が338百万円、繰延税金負債が96百万円減少したこと等によるものであります。

この結果、負債合計は6,548百万円となり、前連結会計年度末に比べ390百万円増加いたしました。

なお、収益認識に関する会計基準等の適用に伴い、前連結会計年度末の連結貸借対照表において「流動負債」に

表示していた、「前受金」、「返金引当金」はそれぞれ「契約負債」、「返金負債」として表示しております。

 
　　（純資産）

当第3四半期連結会計期間末における純資産は14,791百万円となり、前連結会計年度末に比べ742百万円増加いた

しました。これは主に資本金及び資本剰余金が新株予約権の行使に伴いそれぞれ41百万円増加し、利益剰余金が親

会社株主に帰属する四半期純利益を計上したことにより957百万円増加した一方で、収益認識に関する会計基準等の

適用に伴う期首残高の調整として301百万円減少したこと等によるものであります。

 
（3）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第3四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成

状況を判断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 
（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第3四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（5）研究開発活動

当第3四半期連結累計期間の研究開発費の総額は5百万円であります。

 
（6）従業員数

当第3四半期連結累計期間において、事業拡大に伴う新規採用並びに、株式会社あっとほうむ及び株式会社

Tenxiaの連結子会社化等に伴い、人材プラットフォーム事業で43名、医療プラットフォーム事業で94名、新規開発

サービスで10名、全社(共通)で19名増加しております。

 
3 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第3 【提出会社の状況】

 

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,659,300 32,673,800
東京証券取引所
 グロース市場

単元株式数は100株です。

計 32,659,300 32,673,800 ― ―
 

(注) 提出日現在発行数には、2022年11月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年7月1日～
2022年9月30日（注）

 33,500  32,659,300  6  29  6  6,686
 

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 
(5) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年6月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2022年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式
　　　　　603,600

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

320,027 ―
32,002,700

単元未満株式  普通株式
19,500

― ―

発行済株式総数
普通株式

― ―
32,625,800

総株主の議決権 ― 320,027 ―
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式22株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    2022年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社メドレー
東京都港区六本木六丁目10

番1号
603,600 ― 603,600 1.85

計 ― 603,600 ― 603,600 1.85
 

(注)上記には、単元未満株式22株は含まれておりません。

 
2 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当第3四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第4 【経理の状況】

 

1  四半期連結財務諸表の作成方法について

（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

（2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目及びその他の事項の金額については、従来千円単位で記載しており

ましたが、第1四半期連結会計期間及び第1四半期連結累計期間より百万円単位をもって記載することに変更いた

しました。

　　　なお、前連結会計年度及び前第3四半期連結累計期間についても百万円単位に組替えて表示しております。

 
2  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間(2022年7月1日から2022年9月30日

まで)及び第3四半期連結累計期間(2022年1月1日から2022年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、EY新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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1 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2022年9月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 14,294 14,149

  売掛金 848 1,305

  商品及び製品 39 154

  仕掛品 3 8

  前払費用 168 151

  その他 206 179

  貸倒引当金 △19 △28

  流動資産合計 15,541 15,920

 固定資産   

  有形固定資産 166 292

  無形固定資産   

   のれん 819 1,081

   顧客関連資産 1,456 1,373

   その他 308 349

   無形固定資産合計 2,584 2,804

  投資その他の資産 1,849 2,281

  固定資産合計 4,600 5,378

 繰延資産 66 41

 資産合計 20,208 21,340
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2022年9月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 109 260

  1年内返済予定の長期借入金 934 824

  未払金 804 1,061

  未払費用 92 254

  前受金 539 －

  契約負債 － 847

  預り金 169 244

  未払法人税等 376 266

  未払消費税等 198 152

  返金引当金 15 －

  返金負債 － 26

  勤続支援金引当金 24 33

  その他 77 168

  流動負債合計 3,341 4,141

 固定負債   

  長期借入金 2,172 1,833

  繰延税金負債 518 421

  その他 126 151

  固定負債合計 2,817 2,407

 負債合計 6,158 6,548

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,695 29

  資本剰余金 8,517 15,265

  利益剰余金 520 1,176

  自己株式 △1,763 △1,764

  株主資本合計 13,968 14,707

 新株予約権 0 0

 非支配株主持分 80 83

 純資産合計 14,049 14,791

負債純資産合計 20,208 21,340
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第3四半期連結累計期間
(自 2021年1月1日

　至 2021年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2022年1月1日

　至 2022年9月30日)

売上高 ※  8,072 ※  10,476

売上原価 2,811 3,151

売上総利益 5,260 7,325

販売費及び一般管理費 4,589 6,079

営業利益 670 1,246

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取和解金 17 206

 助成金収入 13 9

 その他 14 7

 営業外収益合計 46 224

営業外費用   

 支払利息 14 9

 株式交付費償却 19 25

 業務委託料 － 29

 株式報酬費用消滅損 11 －

 その他 0 4

 営業外費用合計 45 68

経常利益 671 1,401

特別利益   

 固定資産売却益 － 0

 事業譲渡益 22 －

 特別利益合計 22 0

特別損失   

 固定資産売却損 － 1

 固定資産廃棄損 0 0

 特別損失合計 0 2

税金等調整前四半期純利益 693 1,399

法人税等 258 442

四半期純利益 435 956

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △7 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 442 957
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【四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第3四半期連結累計期間
(自 2021年1月1日

　至 2021年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2022年1月1日

　至 2022年9月30日)

四半期純利益 435 956

その他の包括利益   

 その他の包括利益合計 － －

四半期包括利益 435 956

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 442 957

 非支配株主に係る四半期包括利益 △7 △0
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【注記事項】

(会計方針の変更)

　　(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第1四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによる主な変更点は、

以下のとおりです。

従来、医療プラットフォーム事業の一部の取引における初期費用売上について、サービス提供開始時点で収益認

識する方法によっておりましたが、サービス提供期間にわたり収益認識する方法に変更しております。また、人材

プラットフォーム事業の一部の取引における早期退職返金について、従来は、「売上原価」に含めて表示しており

ましたが、「売上高」から控除する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第1四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第1四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第3四半期連結累計期間の売上高は542百万円、売上原価は563百万円減少し、法人税等は12百万円

増加したことで、営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益はそれぞれ20百万円増加し、親会社株主に帰属

する四半期純利益は7百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は301百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度末の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示してい

た「前受金」、「返金引当金」はそれぞれ「契約負債」、「返金負債」として表示しております。なお、収益認識

会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法による組替えを行っ

ておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年3月31日）第28-15項

に定める経過的な取扱いに従って、前第3四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報

を記載しておりません。

 

　　　(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第1四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号　2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第3四半期連結累計期間

(自　2022年1月1日 至　2022年9月30日)

税金費用の計算
 
 

税金費用については、当第3四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期連結損益計算書関係)

※　売上高の季節的変動

前第3四半期連結累計期間(自　2021年1月1日　至　2021年9月30日)及び当第3四半期連結累計期間(自　2022

年1月1日　至　2022年9月30日)

当社グループのうち、人材プラットフォーム事業においては、当社グループのサービスを利用して入職した

求職者が求人事業所に入職した日付を基準として売上高を計上しているため、一般的に年度の始まりとされて

いる4月に入職が増え、同月に売上高が偏重する傾向があります。そのため、当社グループの業績は、第2四半

期連結会計期間に売上高が偏重する傾向があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第3四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第3四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 

 
前第3四半期連結累計期間

(自 2021年1月1日
至 2021年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2022年1月1日
至 2022年9月30日)

減価償却費 214 百万円 291 百万円

のれん償却費 90 百万円 129 百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第3四半期連結累計期間（自　2021年1月1日　至　2021年9月30日）

1.　配当に関する事項

　該当事項はありません。

 
2.　基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 
3.　株主資本の著しい変動

当第3四半期連結累計期間において、2021年5月11日を払込期日とした株式会社NTTドコモからの第三者割当増

資、及び新株予約権の行使等により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ2,696百万円増加しております。

この結果、当第3四半期連結会計期間末において、資本金が6,664百万円、資本剰余金が8,486百万円となって

おります。

 
当第3四半期連結累計期間（自　2022年1月1日　至　2022年9月30日）

1.　配当に関する事項

　該当事項はありません。

 
2.　基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

3.　株主資本の著しい変動

当第3四半期連結累計期間において、2022年3月25日開催の定時株主総会の決議に基づき、2022年6月1日付で

減資の効力が発生し、資本金が6,706百万円減少し、資本剰余金が6,706百万円増加しております。

この結果、当第3四半期連結会計期間末において、資本金が29百万円、資本剰余金が15,265百万円となってお

ります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第3四半期連結累計期間(自　2021年1月1日　至　2021年9月30日)

1.　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位:百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注)

合計人材プラット
フォーム事業

医療プラット
フォーム事業

新規開発
サービス

計

売上高       

  外部顧客への売上高 5,967 1,892 212 8,072 ― 8,072

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

0 ― ― 0 △0 ―

計 5,967 1,892 212 8,072 △0 8,072

セグメント利益又は損失（△） 2,463 △378 △38 2,046 △1,375 670
 

(注)1.セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,375百万円はセグメント間取引消去額及び報告セグメントに

配分していない全社共通費用であります。

2.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

3.前第3四半期連結累計期間のセグメント情報は、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定による取得原価の当

初配分額の重要な見直しが反映されております。

 
2.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 
　　（のれんの金額の重要な変動）

前第1四半期連結会計期間において、株式会社パシフィックメディカル及び株式会社メディパスの株式を取得

し、新たに連結の範囲に含めております。当該事象によるのれんの増加額は、「医療プラットフォーム事業」

で572百万円、「人材プラットフォーム事業」で225百万円増加しております。

なお、当該のれんの金額は、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な

見直しが反映されております。

 
　　（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 
当第3四半期連結累計期間(自　2022年1月1日　至　2022年9月30日)

1.　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位:百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注)

合計人材プラット
フォーム事業

医療プラット
フォーム事業

新規開発
サービス

計

売上高       

　顧客との契約から生じる収益 7,684 2,547 244 10,476 ― 10,476

　その他の収益 ― ― ― ― ― ―

  外部顧客への売上高 7,684 2,547 244 10,476 ― 10,476

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

1 ― ― 1 △1 ―

計 7,686 2,547 244 10,478 △1 10,476

セグメント利益又は損失（△） 3,430 △410 △44 2,975 △1,729 1,246
 

(注)1.セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,729百万円はセグメント間取引消去額及び報告セグメントに

     配分していない全社共通費用であります。

2.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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2.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 
　　（のれんの金額の重要な変動）

当第3四半期連結会計期間において、株式の取得により株式会社Tenxia及び株式会社あっとほうむを新たに連

結の範囲に含めております。当該事象によるのれんの増加額は「人材プラットフォーム事業」で199百万円、

「医療プラットフォーム事業」で119百万円であります。

 
　　（重要な負ののれん発生益）

　　　　該当事項はありません。

 
3.　報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第1四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第3四半期連結累計期間の「人材プラットフォーム事業」の売上高は

581百万円減少、セグメント利益は25百万円減少し、「医療プラットフォーム事業」の売上高は45百万円増加、セ

グメント損失は45百万円減少し、「新規開発サービス」の売上高は6百万円減少し、セグメント損失に与える影響

はございません。

 
(企業結合等関係)

(取得による企業結合)

(1)企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

 被取得企業の名称　株式会社あっとほうむ

　事業の内容　　　　調剤薬局店舗の運営および在宅医療

 

②企業結合を行う主な理由

当社グループは、持続的な地域医療に向けたデジタル活用の実証実験や事業展開を積極的に行っており、当

社の連結子会社である株式会社パシフィックメディカルでは、2022年1月より、多職種間の連携・情報共有を

促進する地域包括ケアソリューション「MINET」を提供開始しております。また当社の連結子会社である株式

会社メディパスは、地域の医療機関と介護事業所との連携促進に向けた各種経営サポートを提供しておりま

す。

今般企業結合を行った、株式会社あっとほうむは、在宅患者や高齢者施設の患者に対して、医師・訪問看護

師・ケアマネージャーと連携した調剤業務を提供しております。今後、両社のノウハウを連結させ、当社グ

ループのプロダクト改善を通じて持続的な地域医療に向けたデジタル活用を推進していきます。

 

③企業結合日

 2022年8月1日

 

④企業結合の法的形式

 現金を対価とする株式取得

 

⑤結合後企業の名称

 株式会社あっとほうむ

 

⑥取得した議決権比率

 企業結合日に取得した議決権比率　100％

 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

株式会社メディパスが現金を対価とした株式の取得により、株式会社あっとほうむの議決権を100％取得した

ためであります。

 

EDINET提出書類

株式会社メドレー(E33586)

四半期報告書

17/23



 

(2)四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2022年8月1日から2022年9月30日まで

 

(3)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金　　　　　　279百万円

取得原価 　　　　　　　　279百万円
 

 

(4)主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬等　33百万円

 

(5)発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

　119百万円

 

②発生原因

主として株式会社あっとほうむの今後の事業展開から期待される将来の超過収益力によるものでありま

す。

 

③償却方法及び償却期間

のれんは、効果の発現する見積期間(20年以内)を償却年数とし、定額法により均等償却しております。

 

(取得による企業結合)

(1)企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

 被取得企業の名称　株式会社Tenxia

　事業の内容　　　　SNSサービス及び人材支援の企画、開発並びに運営

 

②企業結合を行う主な理由

株式会社Tenxiaは、2018年7月に設立され、医療ヘルスケア領域の特定の職種に特化した匿名コミュニティ

「シゴトーク」を運営しております。現在では、看護師、介護職、保育士、薬剤師向けに、それぞれ「カンゴ

トーク」、「カイゴトーク」、「ホイクトーク」、「ヤクザイトーク」を提供しております。

株式会社Tenxiaが提供する「シゴトーク」は、各職種の従事者の方が、自身の職場環境や業務内容などの働

き方から日常生活にいたるまで、幅広い悩みを匿名で相談することが可能なサービスです。現在 Web 及びモ

バイルアプリで提供されており、多数のユーザーに幅広く利用されております。

 これまでの「ジョブメドレー」は、転職の検討時、あるいは実際の転職活動時におけるご利用が多数を占

めておりました。本件により、職場や私生活における悩みを気軽に相談できるコミュニティである「シゴトー

ク」をプロダクトラインナップに加えることで、医療ヘルスケア領域の従事者との日常的な接点を持ち、より

多くの方の「働くこと」をサポートするサービス体制の構築が可能となります。今後、「シゴトーク」の提供

職種の拡充など、より多くの方に価値提供を行い、医療福祉を提供する側を全面的に支えるサービスとしての

事業展開を推進してまいります。

 

③企業結合日

 2022年9月30日

 

④企業結合の法的形式

 現金を対価とする株式取得

 

⑤結合後企業の名称

 株式会社Tenxia

 

EDINET提出書類

株式会社メドレー(E33586)

四半期報告書

18/23



 

⑥取得した議決権比率

 企業結合日に取得した議決権比率　100％

 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とした株式の取得により、株式会社Tenxia の議決権を100％取得したためであります。

 

(2)四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当第3四半期連結累計期間は貸借対照表のみを連結しており、被取得企業の業績は含んでおりません。

 

(3)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金　　　　　　259百万円

取得原価 　　　　　　　　259百万円
 

 

(4)主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬等　6百万円

 

(5)発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

　199百万円

 

②発生原因

　主として株式会社Tenxiaの今後の事業展開から期待される将来の超過収益力によるものであります。

 

③償却方法及び償却期間

のれんは、効果の発現する見積期間(20年以内)を償却年数とし、定額法により均等償却しております。

 

(比較情報における取得原価の当初配分額の重要な見直し)

　[株式会社パシフィックメディカル]

2021年1月4日（みなし取得日　2021年1月1日）に行われた株式会社パシフィックメディカルとの企業結合につい

て、前第1四半期連結会計期間において暫定的な会計処理を行っておりましたが、前連結会計年度末に確定してお

ります。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、当第3四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に含まれる比較情報にお

いて取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されており、顧客関連資産に426百万円、その他無形固定資産に

33百万円、繰延税金負債に146百万円、非支配株主持分に76百万円が配分された結果、暫定的に算定されたのれん

の金額686百万円は、237百万円減少し、448百万円となっております。

 

　　　[株式会社メディパス]

2021年2月26日（みなし取得日　2021年3月31日）に行われた株式会社メディパスとの企業結合について、前第1

四半期連結会計期間において暫定的な会計処理を行っておりましたが、前連結会計年度末に確定しております。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、当第3四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に含まれる比較情報にお

いて取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されており、顧客関連資産に1,120百万円、繰延税金負債に387百

万円が配分された結果、暫定的に算定されたのれんの金額1,080百万円は、732百万円減少し、348百万円となって

おります。

 
これらの結果、前第3四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、無形固定資産の償却額が61百万円、非支

配株主に帰属する四半期純損失（△）が9百万円増加し、のれん償却費が89百万円、法人税等が21百万円減少した

ことにより、販売費及び一般管理費が27百万円減少し、営業利益及び経常利益、並びに税金等調整前四半期純利益

がそれぞれ27百万円増加し、四半期純利益が49百万円増加し、親会社株主に帰属する四半期純利益が58百万円増加

しております。

 

　(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。
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　(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 

 
前第3四半期連結累計期間

(自 2021年1月1日
至 2021年9月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2022年1月1日
至 2022年9月30日)

（1）1株当たり四半期純利益 14円02銭 29円93銭

(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 442 957

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(百
万円)

442 957

　普通株式の期中平均株式数(株) 31,565,810 31,996,747

（2）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 13円49銭 29円34銭

(算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

　普通株式増加数(株) 1,250,202 646,482

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会
計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）前連結会計年度末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前第3四半期連結累計期間に

係る各数値においては、暫定的な会計処理の確定を反映させております。

 
2 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年11月11日

株式会社メドレー

取締役会  御中

　

EY新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池　　内　　基　　明  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　　山　　浩　　平  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鴇　　田　　直　　樹  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メドレー

の2022年1月1日から2022年12月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(2022年7月1日から2022年9月30日ま

で)及び第3四半期連結累計期間(2022年1月1日から2022年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メドレー及び連結子会社の2022年9月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
　

以  上
　

 

(注) 1．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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